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① 体育施設管理運営（7ページ）

③

⑤

⑦

( )

年
年

平成25年 一般財団法人へ移行

スポーツ振興事業団（当時）を設立

スポーツ振興事業団と財団法人札幌市
健康づくり事業団を統合し、財団名称
をさっぽろ健康スポーツ財団へ変更

平成31年4月1日現在(単位：人)

理事長

健康づくりセンター管理運営（6ページ）

講習会、大会等の開催（8ページ）

調査研究及び情報提供（10ページ）

市委託事業（12ページ）

　地域スポーツの活動拠点として体育館・プール等の体育
施設を管理運営し、市民の心身の健全なる発達とスポーツ
の普及振興を図る。

スポーツ・運動指導及び指導者の育成事業（9ページ）

健康、体力づくりの相談（11ページ）

国際交流館管理運営（13ページ）

　指導者の能力向上を図り、地域スポーツや健康づくり活
動の普及を図る。

　市民が自ら健康管理や体力づくりができるよう、各種運
動プログラムの開発及び提供を行い、市民の健康づくり活
動を支援する。

　市民と外国人がスポーツ、文化活動等を通じて相互理解
及び親善を深めることにより国際交流を推進し、札幌市の
国際化を図る。

②

④

⑥

⑧

60歳代0

4,195,775千円主要事業支出合計

0 1 1

村上担当 電話 011-211-3045

令和元年度　出資団体評価シート

１　基本情報

昭和59年

平成19年

札幌市中央区中島公園1番5号　札幌市中島体育センター内

団体名

基本財産
設立年月日

設立・出資目的

代表者

主な出資者

団体所在地

　札幌市におけるスポーツの普及振興及び健康
づくり活動の支援のために必要な事業を行うと
ともに札幌市の設置するスポーツ施設及び健康
づくり施設の管理運営に関する事業を行い、
もって北海道におけるスポーツの振興及び道民
の健康増進に寄与することを目的とする。

理事長（常勤）二木　一重（市ＯＢ）

20,000千円
昭和59年（1984年）4月1日

064-0931 電話 011-530-5550

50歳代

本市OB

2

　健康づくりセンターの管理運営を行い、運動指導や健康
体力測定等の実施により、市民の健康づくりを推進し、市
民の健康増進を図る。

　情報誌の発行等により、市民に対し健康・スポーツに関
する情報を総合的に提供することで、札幌市の「スポーツ
の推進と健康づくり活動の支援」に係る施策を推進する。

　札幌市が行う各種事業を運営し、スポーツと健康づくり
活動の普及振興を図る。

　市民のスポーツ・健康づくり活動の動機づけ等を目的と
し、各種スポーツイベントやスポーツ教室を開催し、札幌
市におけるスポーツと健康づくり活動の普及振興を図る。

4,142,432千円(2)総支出に占める事業支出割合 98.7%

39

　年齢や性別、障がいの有無等を問わず、スポーツ・健康づくり活動・国際交流の機会を提供する
ため、それぞれの関心、適性等に応じた環境を整備するとともに、様々な講習会や大会等を実施
し、青少年の健全育成、生涯を通じた健康の維持、地域コミュニティの活性化に貢献しており、本
市の施策の推進にも大きく寄与している。
　今後も本市との連携協力体制を維持し、行政課題に一体となって取り組むことを期待する。

　運営管理を行う34施設のそれぞれの機能・特性を十分に活かすとともに、類似する施設間のバラ
ンスを考慮した市民開放や施設横断的な教室事業等を幅広く展開している。
　また、施設の維持管理及び各種事業の企画・実施ノウハウの蓄積を図り、施設環境の整備やサー
ビス水準の向上等に努めている。
　今後も、更なる見直し・改善を進め、市民の様々なニーズに応じた事業拡充を期待する。

(3)主要事業の有効性　　（出資・設立目的に対して事業効果は、十分出ているか）

(4)主要事業の質・量　　（出資・設立目的の達成のために、必要十分な事業が実施されているか）

３　団体職員・構成員等

0 00

役員
常勤理事
常勤監事
非常勤理事
非常勤監事

常勤管理職
常勤一般職
非常勤職員

2
2

564

0
0

64
89

0
128

職員
0
0

理由

0 41

■

□

□

□

十分出ている

実施されている

高める余地あり

評価

理由

評価

一部見直す必要がある

出ていない

実施されていない

本市派遣 プロパー その他
10歳代 40歳代

H29.4.1時点

■

役員の任期
2
4

44.9

813

H29.6
平均年齢

8

845

理事
監事

H30.4.1時点 876

職員総数の推移(人)

歳

18
37 代表権のある役員の

就任年月
18

20歳代
30歳代

（一財）さっぽろ健康スポーツ財団
所管課

記入者

昭和59年（1984年）4月1日
本市出資額
出資年月日

沿
革

総数 プロパー職員の年齢構成

スポーツ局スポーツ部施設課

札幌市 （一財）さっぽろ健康スポーツ財団

□

÷ 総支出

5,000千円 (出資割合 25.0%

(1)[No.]　[主要事業名]　（該当ページ）　
　 [設立・出資目的と当該事業との具体的な関連性]

２　実施事業（詳細については事業評価シート参照）

(25.0%) (75.0%)

1



 H30年度決算の概要
区分

※数字は団体決算ベース（金額単位：千円）
（経常収益比）

(1.4%) (▲ 9,162)

(49.8%) (▲ 19,516)

(▲ 134,399)

(▲ 79,822)

（前年比）

(100.0%)

(▲ 60,654)

(▲ 58,615)

※数字は札幌市決算ベース（金額単位：千円）

3,053,332

1,592,677 1,512,403

872,812

639,591

(▲ 54,577)

(＋21,659)

(0)

(▲ 79,062)

(▲ 1,212)

　資産は、流動資産が前年比60,598千円減少しているが、主な要因として指定管理費用収益・利用料
収益・受講料収益などの収益が減少しており、それに伴い現金預金が減少したことによるものであ
る。負債は、未払金や前受金が減少したため前年比80,273千円の減少となった。

　正味財産は、上記要因により21,658千円の増加となった。

(0)

 損失補償契約等に係る債務残高

(0)

(0)

(▲ 35,666)

(0)

(0)

0

(＋0.8%)

(0)

961,231

(24.9%)

90,980 (▲ 5,722)

 （参考）市施設利用料金収入

うち非公募

 市貸付金

996,897

 市貸付金残高

 損失補償等限度額

H29年度決算

0

1,686,029

2,365,403

0

市指定管理費

うち非公募

（参考）再委託額 680,623

流動資産(h)

(g),
(k)

(n)

固定負債(m)

正味財産(n)

借入金残高(o)

0

1,367,303

20,000

951,874

640,803

1,460,655

0

(▲ 15,280)

区　分

(a),
(b),
(e)

　平成30年度は、経常収益が指定管理費用収益の大幅な減少、北海度胆振東部地震による管理運営施
設の休館やスポーツ教室の休講などにより前年比134,399千円の減少、経常費用が各種経費の削減に
努めたほか、上記地震による休館に伴い費用の不用額が発生したことから前年比79,822千円の減少と
なり、当期経常増減額は前年比54,577千円の減少となった。

５　本市の財政的関与

(＋7,511)

(▲ 68,668)

(0)

貸
借
対
照
表

(＋1,983)

(▲ 80,274)

(▲ 60,598)

1,482,314

1,625,431

1,369,286

20,000

(＋8,815)

(＋8,815)358,721

(▲ 59,853)2,792,792

当期収入の増減、収支の状況、資産・負債の大幅な変動の要因等

25,300

（前年比）H30年度決算

10,020

2,732,939

367,536

367,536

※詳細は、別添の貸借対照表、正味財産増減計算書を参照。

 市補助金・交付金・負担金

 市委託料

市業務委託料

うち随意契約

正
味
財
産
増
減
計
算
書

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経
常
増
減

区　分

固定資産(i)

うち基本財産(j)

負債(k)

流動負債(l)

41,751

21,659

2,994,717

H30年度決算

4,237,526

4,195,775

61,132

2,111,876

うち市業務委託分

2,434,071

0

673,112

96,702

(24.1%)

358,721

再委託率

４　財政状況

経常収益(a)

経常費用(b)

うち管理費等(c)

うち人件費(d)

当期経常増減額(e)

当期正味財産増減額(f)

資産(g)

H29年度決算

4,371,925

4,275,597

70,294

2,131,392

96,328

82,313
財
務
状
況

2



No.

目標
実績
目標
実績

No.

目標
実績
目標
実績
目標
実績

1

③ 市職員の評議員就任数
3 3 3 3 3

2 3 3 3

0

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

1 00

ここでは、具体的な行動計画（※1）で示した取組目標について、年度ごとの指標(※2)の達成状況とその評価を行う。

○出資の見直し

○必要な人的関与の見直し

評
価

　平成29年度より、当団体への札幌市の部長職派遣を取りやめ、当団体の独立性や自主性を促し、人材育成を
図ることとした。
　一方で、定款の変更、理事及び監事の選任や報酬の決定等、当団体の重要事項の決定については、引き続き
関与する必要があることから、指定管理施設所管部の部長職3名の評議員就任については継続する。

①

② 市職員の役員就任数（理事）

　○取組目標
　指標名

1

177.1% 186.2% (＋9.1%) 流動資産÷流動負債

93.6% 92.4% (▲1.2%)

⑴健全性

1,440,655 1,462,314 (＋21,659)

理
由

　債務超過や累積欠損の状態になく、借入金もない。自己資本比率が49.5%で評価基準とほぼ同等であり、流
動比率の186.2%、固定比率92.4%はともに評価基準を上回っている。
　経常収益が指定管理費用収益の減少及び北海道胆振東部地震や台風の影響などにより利用料収益や受講料収
益が減少したことに伴い、職員一人当たり経常収益は前年より減少した。人件費率(経常収益比)は前年より増
となっているが、職員一人当たり管理費及び管理費率(経常収益比)はともに前年比で減少となっている。
　市依存度及び市財政的関与割合は、市から新たな事業を受託したため微増となっているが、地震や台風など
の災害による影響を考慮しても、効率的な事業運営により、前年から引き続き安定的に収益を確保している。

⑶自立性
市収入(注1)÷経常収益

管理費等÷職員総数

人件費÷経常収益

健全性の評価 □ 非常に高い

0.0% (0.0%) 借入金残高÷資産

正味財産-基本財産

47.8% 49.5% (＋1.7%) 正味財産÷資産

48.8%

前年比較減

□□■ 概ね健全 やや低い 低い

前年比較減

前年比較減

管理費率(経常収益比)(c÷a) 1.6% 1.4% (▲0.2%)

87.3% 87.4% (＋0.2%)

8.8% 8.9% (＋0.1%)

市収入(注2)÷経常収益

H29年度

前年比較増

≧ 50％

≧150％

≦100％

前年比較減

前年比較減

前年比較増

H30年度 (前年比)

5,378千円 4,837千円 (▲ 540千円)

86千円 70千円 (▲ 17千円)

49.8% (＋1.1%)

評
価

　出捐金については、当団体の平成29年度の決算状況及び平成30年度以降の財務見通しを勘案し、キャッシュ
フローの状況も良好であったことから、計画を前倒し、平成29年度に5,000千円の引き揚げを行い、これによ
り出資比率は25％となった。

①

②

5,000千円
10,000千円

7,500千円
5,000千円

7,500千円
5,000千円

10,000千円
市出捐金

5,000千円
10,000千円

0

0
1 0

0

0
0
0

　○取組目標
　指標名

001
市職員派遣数

1

前年比較減

評価基準

管理費等÷経常収益

経常収益÷職員総数

備　考

固定資産÷正味財産

0.0%

人件費率(経常収益比)(d÷a)

（金額単位：千円）
６　財務指標に基づく評価

剰余金(n-j)

自己資本比率(n÷g)

流動比率(h÷l)

固定比率(i÷n)

借入金依存度(o÷g)

職員一人当り経常収益

職員一人当り管理費

項　目

⑵生産性

市依存度（収入）

市財政的関与割合(収入）

７　「札幌市出資団体の在り方に関する基本方針」に基づく具体的な行動計画の進捗評価

(注１)市収入＝市補助金・交付金＋市業務委託料（随意契約分）＋市指定管理費（非公募分）＋市施設利用料金収入（非公募分）

(注２)市収入＝市補助金・交付金＋市業務委託料＋市指定管理費＋市施設利用料金収入

　※1詳細については具体的な行動計画（別冊子）を参照
　※2指標の実績値は各年度末時点のもの

(2)人的関与

(1)出資・出捐

□ 高い

3



No.

目標
実績

目標

実績

No.

目標
実績
目標
実績

No.

目標
実績
目標
実績

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度

6,330千人

113千人

6,210千人
6,065千人

111千人

9 9
9 9

　自主事業収入額について、平成30年度は目標を4,964千円上回ったが、今後も積極的なマーケティング活動
により、市民・利用者のニーズを的確に捉えた更なる事業展開を期待する。
　また、経費削減については、平成30年度も業務の効率化を図り一定の成果を得ているが、今後も引き続き、
指定管理施設以外での事業領域拡充を検討をする必要がある。

9 9

○スポーツ推進計画における目標の達成と課題の解決に向けた本市との連携強化

○安定的な収入の確保と業務効率化等による経費の縮減

○コンプライアンスの徹底と透明性の確保

　○取組目標
　指標名

H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

計画策定時 H28年度 H29年度

R元年度 R２年度

67千人

6,270千人

112千人

6,089千人
6,071千人

110千人

81千人

6,133千人

109千人

101千人

6,150千人
①

②

681,000千円 682,700千円

9

H28年度

684,400千円 685,400千円

678,671千円 682,473千円 713,046千円 687,664千円

9

評
価

　○取組目標
　指標名

全市規模の大会・地域支援
事業等の参加者数｜指定管
理施設を利用しない事業の
参加者数

指定管理施設の利用者数
6,029千人

108千人

計画策定時

　当団体は、本市のスポーツ推進計画や健康づくり基本計画等の目標達成に向け、市民の誰もが気軽にスポー
ツや健康づくり活動に親しめる環境を整えるため、これまで蓄積したノウハウや豊富な人材を最大限に活用
し、札幌市の公の施設の管理運営や各種スポーツ大会、健康セミナーなどを開催している。
　また、利用者アンケートの実施や事業見直し等により、多様化する市民の意見や要望に耳を傾けながら、ス
ポーツや健康づくり活動のすそ野を広げる体験会や教室事業の拡充にも積極的に取り組んでいる。
　平成30年度は、利用者数、参加者数ともに目標を下回ったものの、指定管理施設の利用者数は計画策定時か
ら継続して6,000千人を超える水準にあり、スポーツ実施率の向上を図る取組に寄与している。
　今後も、本市のスポーツの普及振興・健康づくり活動の支援に係る施策等を推進するため、施策の実行機関
としての役割を担う当団体との連携協力体制を強化し、取組を継続していく。

3回/年 3回/年 3回/年 3回/年

評
価

① 管理施設（グループ数）
9

　○取組目標
　指標名

①
公認会計士事務所におけ
る監査回数

3回/年

② 自主事業収入額
680,000千円

H30年度 R元年度 R２年度

4件 4件 4件

3回/年 3回/年 3回/年 3回/年

評
価

　当団体が行うセルフモニタリングのほか、本市による指定管理者の業務・財務検査を実施することにより、
団体経営の維持向上を図っている。
　また、税理士、公認会計士、社会保険労務士、弁護士との顧問契約を継続することにより、第三者機関によ
る監査実施と助言を得られる体制を構築し、法令を遵守できる組織体制を維持している。
　なお、ホームページ上には、定款、事業計画、財務諸表等を適切に公開し、透明性の高い組織運営を行って
いる。

(5)団体統制

(4)更なる経営の安定化

(3)団体の活用

②
税理士法人など専門機関
との顧問契約等の件数

4件 4件 4件 4件 4件
4件
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No.

目標
実績
目標
実績

目標
実績

ホームページ公開情報

■ ■ ■ ■ ■
■ ■ □

■ ■
□ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　））

ホームページ以外の情報媒体

評
価

　「やってみよう楽しいスポーツ！ふれてみようおもしろいスポーツ！」や「co･op共催ワールドパラノル
ディックスキーワールドカップ札幌大会」などの本市主催事業の開催あたり、本市との協力体制を構築し、広
報PRの協力、開催当日の運営支援を行うなど、事業の成功に大きく貢献した。
　また、本市の施策に基づき、シットスキーやバイスキーの指導者養成講習会や体験会を開催し、障がい者ス
ポーツの普及振興と共生社会の実現に積極的に取り組んでいる。
　なお、各指定管理施設において障がい者スポーツを安全に普及するため、平成30年度は新たに職員5名が
（公財）日本障害者スポーツ協会公認の「障害者スポーツ指導者資格」を取得し、延べ30名の資格者を適正に
配置している。
　・電動車椅子サッカー大会in北海道（共催、7/22）
　・やってみよう楽しいスポーツ！ふれてみようおもしろいスポーツ！（共催、8/11）
　・北海道障がい者スポーツ学生フォーラム2018（共催、11/4）
　・サポーターズネットワーク大会（協力、12/22）
　・ウェルビーイングフェスティバル（協力、12/23）
　・シットスキー指導者養成講習会（受託、12/27・28）
　・バイスキー指導者養成講習会（受託、1/12～14）
　・バイスキー指導者養成講習会（受託、3/9・10）
　・シットスキー体験会（受託、1/20）
　・バイスキー体験会（受託、1/27）
　・Fu'sハンディキャップスキー大会（主催、2/10）
　・わくわくウインターフェスタ冬季パラスポーツ体験会（受託、3/2）
　・co･op共催ワールドパラノルディックスキーワールドカップ札幌大会（主管、3/12～17）
　・水泳学習支援（指導者派遣）（主催、7/19、8/24、8/29）
　・体育館開放モニター・体験会（受託、9/5～2/2、全20回）

○スポーツ活動に関する施策への取組強化

①
障がい者スポーツの主催
や協力事業数

6 6 7 7 7
6 7 9 15

○雇用の安定化と福祉施策への取組強化

８　情報公開等の状況

2人 2人
7人 7人 6人 5人

計画策定時 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R２年度

評
価

　平成30年度は、非正規職員（嘱託職員）の中から5名が正規職員に登用され、雇用の安定化と計画的な職員
配置が行うとともに、本市のワーク・ライフ・バランス取組推進宣言認証企業（認証ステップ3）として、ス
キルアップや社会貢献、ボランティア活動、育児休業などの各種休暇取得が奨励されるなど、働きやすい環境
整備が進められている。
　また、職員採用担当者は「障害者職業生活相談員資格認定講習」を受講しており、職業生活全般における相
談・指導を行える体制が整えられ、平成30年度末の障がい者雇用人数は8人であり、障害者雇用率は法定雇用
率を上回る2.29％となっている。
　さらに、「障害者差別解消法」を遵守するため、独自の対応マニュアルを作成するとともに、各管理施設に
「コミュニケーション支援ボード」や「タブレットPC」を配備するなど、ユニバーサルデザインへの取組を積
極的に推進している。

　○取組目標
　指標名

② 障がい者雇用人数
6人 7人 8人 8人 8人

6人 8人 8人 8人

S
非正規職員から正規職員
への転換人数

2人 2人 2人

(6)札幌市の施策との連動

※特記ない限り、本評価シートの情報は令和元年7月1日現在のものです。

ホームページアドレス
Eメールアドレス

【経営状況等】
役員名簿
決算書

団体機構図定款
事業報告書

事業計画書 予算書
中長期的な経営計画

【事業情報等】
実施事業（イベント）情報 管理施設情報

スポーツ情報誌の発行（ヘルス＆スポーツライフ）
利用時間割
施設案内
教室募集チラシ

広報誌・冊子の発行：

goiken@shsf.jp
https://www.shsf.jp
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①

②

③

④

⑤

⑥

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

２．実施結果

３．所管局による評価

平成5年(1993年）9月1日

➎

➌
➍

H30年度目標
124,000

153,000
97.0%

79,000

R1年度目標
123,000
55,000

　施設の運営管理

　健康づくり活動の場の提供（札幌市中央健康づくりセンター、札幌市西健康づ
くりセンター、札幌市東健康づくりセンター）、各種運動教室（自主事業）の開
催

　自由参加プログラムの提供

　運動指導事業

　健康度測定、体力測定

　女性のフレッシュ健診

　生活・栄養相談、理学療法士による評価・相談

⑶成果指標

69,194

90

56,000

➎ 重視する対象者利用人数

➊
➋
➌ 総利用者数（西健康づくりセンター）
➍ 利用者総合満足度(健康づくりセンターグループ)

157,000
95.0%

69,000

(＋7,039)
(＋3.81%)

94,315
61,539

0

H30年度目標

6,686
168,735
165,870

2,865

(▲ 8,260)
(▲ 7,795)

(▲ 465)

H30年度実績
92

H30年度実績
123,993
55,764

153,931
97.6%

79,300

94
R1年度目標

⑴事業内容

⑵事業目的
市民一人ひとりの健康づくり活動を支援するため、健康づくりに関する普及啓発、情報提供、その他、健康
増進に関与する事業を行うことによって、市民の健康向上に寄与する。

⑶事業開始

H29年度
163,761
3.7

0
0

H30年度
162,540

0
0

94,315市指定管理費(公募)

事業目的に対して事業の効果は

94,460
63,358

0
5,943

176,995
173,665

3,330
▲ 13,234

92.52%
H29年度実績

97

H29年度実績
124,433
56,128

157,234
95.5%

総利用者数（中央健康づくりセンター）
総利用者数（東健康づくりセンター）

⑵
収
支
状
況

　平成30年度は約600万円のマイナス収支となっているが、支出削減により前年比で赤字幅は縮減されて
いる。引き続き、積極的な利用促進等を行い利用者数を増加させるとともに、効率的な運営による支出削
減に努めることにより、さらなる収支改善を図る必要がある。

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □ 要改善

十分出ている 高める余地あり 出ていない□ ■ □

　平成30年９月の北海道胆振東部地震の影響もあり、全体の施設利用者はやや減少したが、積極的に利用
を促進することとされている「重視する対象者」（生活習慣病発症・重症化予防対象者、要介護・要支援
及び事業対象者、障がい者）の施設利用延べ人数については、昨年に引き続き大幅に増加している。
　また、利用者総合満足度については97.6％と高水準を維持し、高く評価できるほか、自由参加プログラ
ム・運動指導事業数についても目標値を上回っており、今後も利用者数の増加を期待する。

➋
➊ 自由参加プログラム・運動指導事業数（件）

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目

▲ 6,195
96.33%

3.8

⑵活動指標

自主事業収入（補助金除く）

（前年比）
(▲ 1,221)

(0)
(0)

(▲ 145)
(▲ 1,819)

(0)
(＋743)

事業評価 （ 1 ） 健康づくりセンター管理運営

事業所管課： 保健福祉局保健所健康企画課 担当： 横尾 電話： 011-622-5153１．事業概要
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

※

※

※

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

事業評価 （ 2 ） 体育施設管理運営

事業所管課： スポーツ局スポーツ部施設課 担当： 村上 電話： 011-211-3045１．事業概要

⑴事業内容

市指定管理費(公募) 1,999,735

⑵事業目的 別紙「体育施設一覧」のとおり（14ページ以降を参照）

２．実施結果

⑶事業開始 別紙「体育施設一覧」のとおり（14ページ以降を参照）

　藤野野外スポーツ交流施設は、当団体が代表団体となり「Fu'sコンソーシアム
札幌」が管理運営

0 0 (0)
0 0 (0)

64.6 64.4

9,122 11,099 (＋1,977)

2,064,501 1,999,735 (▲ 64,766)
752,055 719,160 (▲ 32,895)

50,591 45,029 (▲ 5,562)
135,762 78,389 (▲ 57,373)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
2,825,678 2,729,994 (▲ 95,684)

2,689,916 2,651,605 (▲ 38,311)
2,639,325 2,606,576 (▲ 32,749)

自主事業収入（補助金除く） 0 0 (0)

➊ 指定管理施設数（施設） 29 30 30 30

105.05% 102.96% (▲ 2.09%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

➍
➌ ※H30年度から供用時間の延長件数に関する集計方法を変更し

たため、H30年度目標の件数を大幅に超えている。

➋ 供用時間の延長件数（件） 817 810 ※ 4,578 ※ 4,500

➎

3,300,000
➋ 利用者数　専用利用（人） 2,197,297 2,190,000 2,410,618 2,300,000

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標
➊ 利用者数　個人利用（人） 3,431,601 3,400,000 3,216,186

➍ スポーツ実施率（％） 56.4% 65.0% 54.2% 65.0%
➌ 利用件数　専用件数（件） 39,846 32,000 41,665 407,000

➎

要改善

　収入は、市指定管理費の減少や北海道胆振東部地震の発生などによる市施設利用料金収入の減少があっ
たことから、前年度比較で95,684千円減少したが、支出は、消耗品費、修繕費、光熱水費などの諸経費の
縮減等、効率的な施設運営に努めたことにより、前年度比較で38,311千円減少し、結果として収支差は
78,389千円となり、安定した経営を維持している。
　施設利用料収入の大幅な増加は難しい状況にあるが、利用者の声を踏まえた更なる工夫により、今後も
引き続き安定した施設運営を期待する。

□ 出ていない

　市民のニーズを踏まえた利便性向上に取り組むとともに、個人利用、専用利用、自主事業のバランスに
配慮し、カーリング場等の供用時間の拡大など多岐にわたる利用促進の取組を継続して行った結果、北海
道胆振東部地震や保全工事等による休館・利用制限がある中で、全体として安定した利用者数を得た。
　また、各種関係機関や利用者団体とも円滑な関係を構築しており、今後も地域の活動拠点として引き続
き安定した施設運営を期待する。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は ■ 良好 □ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は ■ 十分出ている □ 高める余地あり

　体育館グループ（札幌市中央体育館など）

　温水プールグループ（札幌市厚別温水プールなど）

　美香保体育館

　スケート施設グループ（札幌市月寒体育館・札幌市月寒屋外競技場・札幌市星
置スケート場・札幌市カーリング場）

　スポーツ交流施設（「つどーむ」）

　藤野野外スポーツ交流施設

　詳細は別紙「体育施設一覧」のとおり（14ページ以降を参照）

　屋外競技場施設グループは、当団体が代表団体となり「健康スポーツ・公園緑
化コンソーシアム札幌」が管理運営

　屋外競技場施設グループ（円山総合運動場・札幌市麻生球場・厚別公園・平岸
庭球場）
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①

　施設間合同事業：ナイトリーグフットサル、財団杯朝野球大会など

②

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

市委託料(随意契約) 95

２．実施結果

３．所管局による評価

事業評価 （ 3 ） 講習会、大会等の開催

事業所管課： スポーツ局スポーツ部施設課 担当： 村上 電話： 011-211-3045１．事業概要

⑴事業内容

市補助金 10,020

⑵事業目的
スポーツの普及振興、技術力や競技力の向上、また、高齢化社会における健やかで充実した生活を送るため
の健康増進活動を支援するとともに、地域コミュニティの醸成に資する。

⑶事業開始 昭和59年度（1984年度）

　スポーツキャラバン事業：指導者派遣、ニュースポーツ用具レンタルなど

ウ 　ウインタースポーツ・レクリエーション活性化事業：歩くスキー教室など

エ 　スポーツボランティアの育成支援事業：スポーツボランティアリーダーライ
センス更新講習

カ 　学校開放施設を利用した教室等：フィットネス・バドミントン・ヨガ教室など

キ

0 0 (0)
0 0 (0)

25,255 10,020 (▲ 15,235)
1,344 95 (▲ 1,249)

16.0 15.3

(▲ 42,914)
695,044 653,664 (▲ 41,380)

自主事業収入（補助金除く） 664,717 631,827 (▲ 32,890)
6,595 6,462 (▲ 133)

98.86% 97.79% (▲ 1.07%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

10,907 9,373 (▲ 1,534)
▲ 8,040 ▲ 14,633 (▲ 6,593)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
697,911 648,404 (▲ 49,507)

705,951 663,037

➋ 大会・ｲﾍﾞﾝﾄ計画事業数（施設ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｻｰﾋﾞｽ）(件) 85 100 80 100
➊ 教室計画事業数（施設ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｻｰﾋﾞｽ）(件) 6,917 6,900 6,620 6,900

➍
➌

➎

6,800
➋ 参加者数（人） 177,741 180,000 164,018 180,000

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標
➊ 事業数（件） 6,803 6,800 6,483

➍
➌ スポーツ実施率（％） 56.4% 65.0% 54.2% 65.0%

➎

要改善

　収入は、北海道胆振東部地震による自主事業の中止や、台風接近に係る札幌マラソン大会の中止などの
自然要因により、前年度比較で49,507千円減収となった。一方で支出については経費の縮減に努めたもの
の、収支比率は100％を下回っている。
　なお、「札幌マラソン」等の大会やイベントは、公益目的支出計画に基づいた支出である。
　今後も、継続した支出費用の削減と効率的事業運営により、安定かつ適正な運営を期待する。

□ 出ていない

　北海道胆振東部地震や保全工事等による休館・利用制限などの影響により、事業数・参加者数共に目標
を下回る結果となったものの、事業再開に向けた広報活動、また再計画、大会の延期開催などに努めると
ともに、新たな試みとして職員向けの新規プログラムデモ体験会やマーケティングOJTの実施、アンケー
トアプリの活用など、積極的に取組みを推進しており、利用者アンケートの結果も好評であることから、
一定の成果が出ているものと評価できる。
　当該事業は、市民のスポーツ・健康づくり活動のきっかけづくりや継続性をサポートする上では重要な
役割を果たしていることから、更なる参加者増に向け、市民の動向を注視した事業継続を期待する。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり

　社会貢献事業：ボランティア清掃活動、水上講習会など

　スポーツ大会、イベントの開催等（全市的なイベントや屋外フィールドを活用
して展開する事業）

ア 　大会・イベント：北海道を歩こう、札幌国際スキーマラソン大会など

イ

　講習会、教室、大会の開催（管理施設を中心として展開する事業）

ア 　教室・体験会・大会：バドミントン・卓球・水泳・フィギュア教室、バドミ
ントン・卓球大会、運動会直前のかけっこ教室など

イ 　通年型スクール：ジュニアヒップホップ、ヨガ、体操、水泳など

ウ 　高等教育機関、専門機関との連携事業：アスレティクスアカデミーなど

エ

オ 　地域関係団体との連携事業：新さっぽろ冬まつり、健康フェアなど
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①

②

ウ
③

　スポーツ救急手当講習会基礎コース

　ロコモサポーター養成講座

　ロコモサポーター養成講座修了者フォローアップ研修

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

事業評価 （ 4 ） スポーツ・運動指導及び指導者の育成事業

事業所管課： スポーツ局スポーツ部施設課 担当： 村上 電話： 011-211-3045１．事業概要

⑴事業内容

⑵事業目的
地域スポーツ指導者や健康運動指導者の活動の場を提供するとともに、指導者としての指導能力の向上を図
る。

２．実施結果

⑶事業開始 昭和59年度（1984年度）

　スポーツ・運営指導者及び施設運営管理者の育成事業

ア 　体育施設管理士養成講習会

イ

ウ

エ

0 0 (0)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

0.0 0.0

(▲ 729)
1,427 698 (▲ 729)

自主事業収入（補助金除く） 1,379 575 (▲ 804)
2 0 (▲ 2)

96.78% 82.38% (▲ 14.40%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

0 0 (0)
▲ 46 ▲ 123 (▲ 77)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
1,381 575 (▲ 806)

1,427 698

➋
➊ ＨＰにおける広報活動 実施 継続実施 実施 継続実施

➍
➌

➎

2,500
➋ 参加者数（人） 3,226 5,000 3,423 4,000

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標
➊ 指導者数（人） 2,363 2,500 2,285

➍
➌ ＨＰへのアクセス数（人）※訪問者数 2,309,991 2,310,000 2,621,247 2,630,000

➎

要改善

　収入は、北海道胆振東部地震による自主事業（スポーツ教室）の休講、中止による影響が大きく、減収
している。
　支出については、自然災害や保全工事における休講に伴い報酬支出は当初予算を下回ったものの、経年
劣化しているスポーツ用具の修繕、また事業の質向上を目的とした新たなスポーツ用具の購入は安全安心
のもとスポーツをするうえで必須であり、各施設予算内にて計画的に取り組んでいる。今後も事業の拡大
を図るとともに、安定した収入確保を期待する。

□ 出ていない

　指導者数・参加者数共に目標値に達しなかったものの、昨今注目が集まる幼少年世代の指導者育成とし
て「幼少年体育指導士認定講座」を一昨年より引き続き実施しており、今後のスポーツ振興において特に
重要な人材を育成していることは評価できる。
　また、指導者育成及び活動の場の提供は、市民のスポーツ実施率向上に繋がるものであることから、市
民のニーズ、またオリパラ等にて注目されているスポーツに注視し、当該事業を発展させていくことが必
要である。
　引き続き指導者育成や指導技術向上に寄与することを期待する。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり

オ 　スポーツ施設「健康セミナー」へ健康づくりセンター指導員派遣

　運動指導者育成事業

ア 　健康運動指導士・健康運動実践指導者「運動指導従事者研修」

イ 　スポーツ救急手当講習会基礎コース

　幼少年体育指導士認定講座

　スポーツ・運動指導事業

ア 　施設利用者へのスポーツ・運動指導

イ 　市内各事業所等への指導者派遣

ウ 　スポーツキャラバン事業における運動指導者派遣

エ 　健康・スポーツ関係団体の開催するイベントへの指導員派遣
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①

　広告媒体の活用

②

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

２．実施結果

３．所管局による評価

　情報収集・提供事業

　各地域の健康・スポーツ関係団体などに関する総合的な情報を収集し、利用者へ
提供

ア 　ホームページ

　財団概要、管理施設情報、イベント・教室情報等の発信

イ

　新聞折り込み広告、地域ミニコミ誌、ローカルＦＭ局、町内会回覧板等(ふ
りっぱー、まんまる新聞、FMアップル等)を活用した情報発信

ウ 　情報誌発行事業
⑴事業内容

事業評価 （ 5 ） 調査研究及び情報提供

事業所管課： スポーツ局スポーツ部施設課 担当： 村上 電話： 011-211-3045１．事業概要

　調査事業

　利用者満足度調査、施設アンケート調査、健康・スポーツに関する調査研究

⑵事業目的
市民に対し健康やスポーツに関する情報を総合的に提供し、スポーツの底辺拡大と普及振興、地域コミュニ
ティの醸成や健康に対する意識の啓発を図る。

⑶事業開始 昭和59年度（1984年度）

0 0 (0)
0 0 (0)

0 0 (0)
0 0 (0)

0.0 0.0

(＋432)
4,533 4,965 (＋432)

自主事業収入（補助金除く） 69 133 (＋64)
0 (0)

1.52% 2.68% (＋1.16%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

0 0 (0)
▲ 4,464 ▲ 4,832 (▲ 368)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
69 133 (＋64)

4,533 4,965

➋
➊ 事業数(情報発信及び調査研究事業合計数) 6 6 6 6

➍
➌

➎

2,630,000
➋

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標
➊ ＨＰへのアクセス数（人）※訪問者数 2,309,991 2,310,000 2,621,247

➍
➌

➎

要改善

　当該事業では、これまでの調査研究に裏付けされた様々な情報を提供することにより、市民のスポーツ
や健康づくり活動を推進することを期待しており、収入は期待できないものの、事業としての役割は大き
く、限られた予算で最大限の効果が発揮できるよう、経費削減の努力と工夫を凝らした取組を行ってい
る。
　なお、情報誌発行やホームページによる情報発信等は、公益目的支出計画に基づいた支出である。

□ 出ていない

　スポーツと健康づくりに関する最新の情報収集及び市民ニーズなどの調査研究などを通じ、スポーツ実
施率の向上と健康づくりの啓発に寄与している。
　また、誰にとっても分かりやすく利用しやすいホームページとなるよう、ウェブアクセシビリティに関
する日本工業規格JIS X 8341-3:2016の適合レベルAAに準拠するとともに、ホームページの全ページに「お
問合せフォーム」を設置し、市民からの意見・要望を広く受付け、質の向上を追及し、順調にアクセス数
を伸ばしている。
　今後も、旬な情報提供を継続するとともに、新たな情報提供手法の検討についても期待したい。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は ■ 良好 □ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は ■ 十分出ている □ 高める余地あり
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収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

２．実施結果

１．事業概要

事業評価 （ 6 ） 健康、体力づくりの相談

事業所管課： 保健福祉局保健所健康企画課 担当： 横尾 電話： 011-622-5153

　肥満改善教室、サルコペニア予防教室、理学療法士による関節疾患

　予防教室、健康講座など（高齢者のための筋トレ教室、肥満・肥

⑴事業内容

①健康度測定・健康体力測定事業

　医学的検査・栄養分析・体力測定などによる総合指導プログラムの提供

②健康サポート事業

　食事や生活活動に関する各種相談など

④巡回健康相談事業

　満傾向の小学生を対象とした「こどもヘルシースクール」など）

③生活・栄養相談事業

⑤運動指導員派遣

⑥保健師、管理栄養士派遣

　スポーツ施設等における管理栄養士・運動指導士等の巡回健康講 市委託料(随意契約) 71
  座・相談など

⑵事業目的
市民の主体的な健康づくり活動が活発に行われるよう、健康に関する正しい知識や健康的な生活習慣を獲得
する場として健康増進活動の支援を行い、生涯にわたりすこやかに心豊かに生活できる社会の実現を目指
す。

⑶事業開始 昭和59年度（1984年度）

0 0 (0)
0 0 (0)

0 0 (0)
68 71 (＋3)

1.3 1.4

(＋1,224)
65,841 67,174 (＋1,333)

自主事業収入（補助金除く） 57,883 58,625 (＋742)
129 641 (＋512)

86.54% 86.83% (＋0.29%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

1,269 1,160 (▲ 109)
▲ 9,030 ▲ 8,997 (＋33)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
58,080 59,337 (＋1,257)

67,110 68,334

➋ 健康サポート事業数（件） - 400 449 400
➊ 健康づくりネットワーク施設(区体育館)の健康体力測定数(件) 4 終了 - -

➍
➌

➎

13,700
➋ 利用者総合満足度(健康づくりグループ)（％） 95.5% 95.0% 97.6% 97.0%

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標
➊ 参加者数（人） 20,262 13,500 13,858

➍
➌ 健康づくりネットワーク施設(区体育館)の健康体力測定数(件) 85 終了 - -

➎

要改善

　収入について前年比で増加したが、支出についても前年比で増加しているため、引き続き収支はマイナ
スであるものの、平成29年度から赤字額を縮減させており、次年度以降も徹底した効率化による支出額削
減等、さらなる収支の改善を期待する。

□ 出ていない

　事業の参加者数については、平成29年度をもって終了した事業（健康づくりネットワーク事業）の
6,076人（H29）を除くと、14,186人（H29）から13,858人（H30）となり、僅かに減少しているものの、開
館時間の延長や利用時間の拡大など、参加者数増に向けた対策に努めている。
　そのほか、「すくすくキッズ体操教室」「高齢者のための筋トレ８名教室」「高齢者のための体力づく
り教室」等、子どもの体力向上・高齢者健康増進サポート事業の実施も継続しており、幅広い年齢層への
利用推進に取り組んでいる。また、利用者の総合満足度調査では、満足度97.6％と非常に高い数値であ
る。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり
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収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

２．実施結果

３．所管局による評価

事業評価 （ 7 ） 市委託事業

事業所管課： スポーツ局スポーツ部企画事業課 担当： 若松 電話： 011-211-3045１．事業概要

　③白旗山歩くスキーコース運営業務 市委託料(随意契約) 2,292
　④健康増進フロアにおける運動党指導業務（清田保健センター） 市委託料(随意契約) 696

⑴事業内容

　①学校施設開放事業 市委託料(随意契約) 313,800
　②中島公園歩くスキーコース運営業務 市委託料(随意契約) 2,268

　⑦ｳｲﾝﾀｰｽﾎﾟｰﾂ塾事業ｴﾝﾄﾘｰｺｰｽ運営業務 市委託料(随意契約) 8,063
　⑧ｼｯﾄｽｷｰ･ﾊﾞｲｽｷｰ体験会運営／指導者養成講習会　運営業務 市委託料(随意契約) 2,752

　⑤札幌市スキー学習支援事業業務 市委託料(随意契約) 900
　⑥ｳｲﾝﾀｰｽﾎﾟｰﾂ塾「ｶｰﾘﾝｸﾞ&ｽｹｰﾄ体験会」運営業務 市委託料(随意契約) 2,316

　⑬特定健康診査（市国保） 市委託料(随意契約) 2,995
　⑭国保「運動お試し券」事業運動指導業務 市委託料(随意契約) 181

　⑨区体育館における障がい者ｽﾎﾟｰﾂ専用利用開放業務 市委託料(随意契約) 664
　⑩冬季パラスポーツ体験会運営業務 市委託料(随意契約) 1,167

市委託料(随意契約) 239
市委託料(随意契約) 521

　⑪バイスキー指導者養成講習会運営業務
　⑫国保　特定保健指導

⑵事業目的 スポーツの普及振興、市民の健康づくり活動の支援

⑶事業開始 昭和59年度（1984年度）

　⑮大腸がん検査業務 市委託料(随意契約) 175
　⑯緊急肝炎ウイルス検査業務 市委託料(随意契約) 1,118

0 0 (0)
330,740 340,147 (＋9,407)

9.8 10.3

0 4 (＋4)

0 0 (0)
95,826 96,557 (＋731)

0 0 (0)
▲ 8,375 ▲ 1,151 (＋7,224)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
426,566 436,708 (＋10,142)

434,941 437,859 (＋2,918)
434,941 437,859 (＋2,918)

自主事業収入（補助金除く） 0 0 (0)

➊ 学校開放校数（校） 543 533 540 540

98.07% 99.74% (＋1.66%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

➌
➋

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

➍

1,369,427

➌ スポーツ実施率（％）（※） 56.4% 65.0% 54.2%

➎

65.0%

1,390,000
➋ その他受託事業参加者数（人） 11,601 13,000 9,522 13,000

➎ を対象とした調査
➍ ※札幌市在住の18歳以上の男女4,000名（H28）

➊ 学校開放利用者数（人） 1,406,768 1,400,000

要改善

　内部管理体制の効率化が図られたことにより、事業費が縮小し、収支差が縮小した。
　今後も市民サービスを低下させることのないよう十分に配慮し、事業を効率的に運用していく必要があ
る。

□ 出ていない

　施設プログラムサービスのうち、主要事業である学校施設開放事業の利用者数は、北海道胆振東部地震
による開放中止の影響等もあり前年度と比較し減少したが、利用の大部分を占める体育館の学校開放利用
率が引き続き8割を超えるなど、地域に密着したスポーツ活動の拠点としての役割を果たしている。
　なお、今後は利用者の需要を見極めながら、利用種目の拡大を図る等、より多くの市民がスポーツに親
しむことができるよう事業改善を行っていく必要がある。
　また、その他受託事業についても前年並みの参加者数となっており、市民スポーツの振興に寄与してい
る。

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は □ 十分出ている ■ 高める余地あり
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①

②

③

④

⑤

収入
（経常収益比） ( % ) ( % )

市補助金・交付金・負担金
市業務委託料
市指定管理費
市施設利用料金収入

その他収入
費用（支出）

事業費
管理費等

収支差
収支比率

３．所管局による評価

２．実施結果

１．事業概要

事業評価 （ 8 ） 国際交流館管理運営

事業所管課： 総務局国際部交流課 担当： 竹山 電話： 011-211-2032

⑴事業内容

市指定管理費(公募) 96,139

⑵事業目的
市民と外国人がスポーツ、文化活動等を通じて相互理解及び親善を深めることにより、国際交流を推進し、もっ
て、札幌市の国際化に資すること。

⑶事業開始 平成26年度（2014年度）

(＋1,330)
11,814 12,773 (＋959)

42 0 (▲ 42)
0 0 (0)

2.8 3.0

(▲ 1,188)

⑴
事
業
収
支

(

単
位

千
円

)

項目 H29年度 H30年度 （前年比）
123,567 127,053 (＋3,486)

142,525 147,199 (＋4,674)
139,844 144,699 (＋4,855)

自主事業収入（補助金除く） 0 0 (0)
16,902 18,141 (＋1,239)

94,809 96,139

➋
➊ スポーツ・文化活動を通じた国際交流に関する事業・学習機会の提供数 20 20 23 22

➍
➌

➏
➎

➋ スポーツ・文化活動を通じた国際交流に関する理解度、満足度 98.3% 85.0% 99.2% 82.5%

⑶成果指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標
➊ スポーツ・文化活動を通じた国際交流に関する事業・学習機会の参加人数 3,764 3,770 5,220

➍ 利用者数　　プール利用(人) 51,214 48,500 49,830 46,200
➌ 利用者数　　体育館利用(人) 35,462 31,000 34,630 33,400

➏ ライラックホール稼働率(％) 50.2% 35.0% 54.5% 35.0%
➎ 利用者数　　総合　利用(人) 78 100 51 100

⑵
収
支
状
況

当該事業の収支状況は □ 良好 ■ 見直しの余地あり □

⑴
事
業
の
実
施
結
果
の
有
効
性

事業目的に対して事業の効果は ■ 十分出ている □ 高める余地あり

　施設の運営管理

　市民と外国人の交流の場の提供

　スポーツ、文化活動等による国際交流に関する事業

　施設の使用に供すること

　その他施設の設置目的を達成するために必要な事業

要改善

　平成30年度は、北海道胆振東部地震に係る休館や教室休講の影響により、利用者数の減少が見られた。
　今後も利用者ニーズに応じた新規事業の計画や時間割の見直し等、利用者数の増加に取り組んでいくほ
か、引き続き経費の節減に努めることを期待する。

□ 出ていない

　平成30年度より新たな指定管理期間となったが、前指定管理期間の経験や関係団体との繋がりが、引き続
き施設運営に生かされていることが評価できる。
　また、留学生やＪＩＣＡ研修員といった外国人と市民とが交流できるイベントの開催については、新規事
業の計画や広報活動等、参加者の増加に向けた取組が見られ、今後も市民と外国人との交流が図られること
を期待する。

4,100

86.70% 86.31% (▲ 0.38%)
⑵活動指標 H29年度実績 H30年度目標 H30年度実績 R1年度目標

2,681 2,500 (▲ 181)
▲ 18,958 ▲ 20,146
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（１）札幌市体育館グループ（札幌市中央体育館など）

手稲区曙2条1丁目

清田区平岡1条5丁目

所在地

中央区大通東5丁目

北区新琴似8条2丁目

東区北27条東14丁目

白石区南郷通6丁目北

名称

①札幌市中央体育館

②札幌市北区体育館

③札幌市東区体育館

④札幌市白石区体育館

⑤札幌市厚別区体育館

⑥札幌市豊平区体育館

⑦札幌市南区体育館

⑧札幌市手稲区体育館

⑨札幌市清田区体育館・温水プール

⑩札幌市西区体育館・温水プール

⑪札幌市中島体育センター

⑫札幌市宮の沢屋内競技場

⑬札幌市白旗山競技場

（２）札幌市温水プールグループ（札幌市厚別温水プールなど）

（３）札幌市美香保体育館

名称 所在地

厚別区厚別中央2条6丁目

豊平区美園6条1丁目

豊平区平岸5条14丁目

白石区平和通1丁目南

手稲区曙2条1丁目

①札幌市厚別温水プール

⑵事業概要
施設の管理運営
　スポーツ活動の場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

⑥札幌市東温水プール 東区北16条東16丁目

札幌市美香保体育館（野球場を含む） 東区北22条東5丁目

⑶事業目的 市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図るため

⑶事業目的 市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図るため

平成16年10月2日

昭和58年7月22日

平成9年11月4日

昭和61年12月26日

⑵事業概要
施設の管理運営
　スポーツ活動の場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

平成元年9月27日

②札幌市豊平公園温水プール

③札幌市平岸プール

西区発寒5条8丁目

中央区中島公園1番5号

西区宮の沢490番地

清田区真栄502番地

名称 所在地

⑶事業目的 市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図るため

昭和47年2月26日

開設時期

⑴施設名等

平成4年12月23日

平成6年11月18日

平成8年12月20日

⑵事業概要
施設の管理運営
　スポーツ活動の場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

開設時期
⑴施設名等

④札幌市白石温水プール

⑤札幌市手稲曙温水プール

別紙　体育施設（指定管理者施設）一覧

⑴施設名等

開設時期

昭和58年1月21日

昭和57年1月9日

昭和60年12月26日

昭和56年2月21日

昭和62年11月12日

平成3年1月13日

平成12年11月1日

昭和59年10月10日

昭和59年1月20日

昭和56年2月20日

昭和41年7月15日

１．事業概要

厚別区厚別中央2条5丁目

豊平区月寒東2条20丁目

南区川沿4条2丁目
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名称

札幌市スポーツ交流施設

所在地

東区栄町885番地1

③厚別公園

④平岸庭球場

所在地

中央区宮ヶ丘、宮の森

北区麻生町7丁目

厚別区上野幌3条1・2丁目

豊平区平岸5条19丁目

　（どうぎんカーリングスタジアム）

（５）札幌市屋外競技場施設グループ（円山総合運動場など）

名称

①円山総合運動場

②札幌市麻生球場（庭球場を含む）

⑵事業概要
施設の管理運営
　スポーツ活動の場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

豊平区月寒東1条9丁目

開設時期

平成30年4月29日

⑶事業目的 市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図るため

⑵事業概要
施設の管理運営
　スポーツ活動の場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

⑶事業目的 市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図るため

平成9年6月15日

⑵事業概要

⑶事業目的
スポーツ等を通して市民の交流の促進を図ることにより、市民の健康増進及び市民文化の向上に資する
ため

平成13年12月27日

⑵事業概要
施設の管理運営
　スポーツ活動の場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

施設の管理運営
　スポーツ等を通して憩い交流する場の提供、スポーツ教室等（自主事業）の開催など

開設時期

⑴施設名等

（７）札幌市藤野野外スポーツ交流施設

名称

札幌市藤野野外スポーツ交流施設　

所在地

南区藤野473番地1

（６）札幌市スポーツ交流施設（「つどーむ」）

⑴施設名等

⑶事業目的 市民の心身の健全なる発達及び体育の普及振興を図るため

昭和10年7月14日

昭和55年8月2日

昭和62年6月25日

開設時期

⑴施設名等

平成24年9月15日

開設時期

⑴施設名等

（４）札幌市スケート施設グループ（札幌市月寒体育館など）

名称

①札幌市月寒体育館 昭和47年4月1日

昭和63年8月7日

昭和60年8月1日

②札幌市月寒屋外競技場

③札幌市星置スケート場

④札幌市カーリング場

所在地

豊平区月寒東1条8丁目

豊平区月寒東1条8丁目

手稲区星置2条1丁目
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（一財）さっぽろ健康スポーツ財団



（一財）さっぽろ健康スポーツ財団




